
【Ｒ７年度】重点目標の取組・概要（特別支援教育支援員等の拡充[特別支援教育事業]）

担当課（内線） 人権教育課・5632 個別目標の方向性 子どもの保育・教育環境の向上

重点目標 子育てしやすい岸和田の実現 行政の役割
子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じて、適切
な支援を行う。

課題に対する取組の内容（めざす成果・期間・対象者・手法など）

【中期的(4～5年後)にめざす成果】
・全ての小中学校に、必要となる特別支援教育支援員を配置し、通常学
級における支援の充実を図る

【成果に向けての各年度の進め方】
特別支援教育支援員及び介助員を経年で増加
・R6 支援員…55人、介助員…17人
・R7 支援員…55人、介助員…27人
・R8 支援員…65人、介助員…37人

（人材確保については、市広報やホームページ、ハローワーク、退職教員
への依頼。）
【Ｒ７年度の取組内容（期間・対象者・手法など）】
〇特別支援教育支援員（教員免許所有者）
・通常学級において配慮の必要な児童生徒へのサポート

〇特別支援教育支援員（臨床心理士資格等の専門枠）
・教員免許所有者の業務内容に加え、専門性を生かし、以下を実践
発達検査の実施、ケース会議への参加、保護者面談、
教員の相談対応、校内研修講師、医療、福祉などの情報提供 など

〇介助員
・支援学級に在籍する児童生徒に対し、生活自立や安全確保の支援

Ｒ８年度以降の想定事業費（ランニング経費）

・R7 支援員の配置体制について、再検討を行う。

取組の進捗・成果を測る指標

・配置校に対し、年度末に「配置効果調査」
を実施し、肯定的な回答数。

・児童生徒への実態把握に対応した支援相談
件数。

・要支援・要保護等の家庭支援に対応する
件数。

成果・指標が未達成の場合の取扱い

・（R7）前年度を踏まえて改善
・（R8）前年度を踏まえて改善
・（R9）前年度を踏まえて改善
・（R10）前年度を踏まえて改善

Ｒ７年度の事業費（内訳）

特別支援教育支援員・介助員・学校看護師（会計年度任用職員）の配置
（計85人） 250,295千円
・人件費（報酬）180,781千円・（期末手当）66,749千円
・費用弁償………2,765千円

現状と課題

【現状】
・小中学校に特別支援教育支援員を配置（R6…55名）
・重度（重複）障がいのある児童生徒の在籍する学校に介助員を配置
（R6…17名）

・東光小学校、岸城中学校及び地域の学校に学校看護師配置（3名）
・個別の教育支援計画（あゆみファイル）の作成人数
R6…小・1661人（1,660人）、中・654人（588人）※（ ）内はR5

（上記作成児童生徒数のうち、約50％が通常の学級在籍）
【課題】
・インクルーシブ教育推進のための合理的配慮の充実
・子どもたち一人ひとりの状況を踏まえた支援を行うことが必須
・子どもたちの実態を把握するために、支援相談を実施。件数は年々
増加

  ・子どもたちの家庭を含めた支援の充実



【Ｒ７年度】重点目標の取組・ロジックモデル（特別支援教育支援員等の拡充[特別支援教育事業]）

ロジックモデル【事業立案時点】

その他（財源、他団体の状況、行政サービスとしての適正性について など）

○障がいのある児童生徒に対する市単費の人的支援状況
※（ ）内は1校平均配置人数順（岸和田市は東光小学校・岸城中学校に配置している介助員15名含まず）

貝塚市…58名（3.6人） 阪南市…41名（3.4人） 泉南市…35名（2.5人） 泉大津市・・・52名（2.7人）
和泉市…72名（2.3人） 岸和田市…75名（2.1人）

【インプット】

• 教員免許を有
する人材

• 心理や福祉等
専門を有する
人材

• 児童生徒の生
活自立面の支
援人材

【活動】

• 支援員の配置
• 支援員（専門枠）の配置
• 介助員の配置

【アウトプット】

• 子どもへの個別
支援

• 家庭への支援

【初期アウトカム】

• 子どもの変容
• 家庭からの肯定
的な意見

・在籍校からの肯定
的な意見

【中間アウトカム】

• 子どものアセスメン
トからの支援と変容

• 福祉、医療からの支
援方法や助言

⇩

【最終アウトカム】

• 魅力的な学校環境

指標：１校当たりの
平均配置人数

指標：対象児童生徒数
／支援員数

指標：配置に対する肯
定的回答数

指標：支援相談の件数
カウンセリングや関係
機関との対応件数

指標：配置効果調査での肯定的な回答数



【Ｒ７年度】重点目標の取組・評価シート①（特別支援教育支援員等の拡充[特別支援教育事業]）

■ 中期的にめざす成果に対する達成度

• 全ての小中学校に、必要となる特別支援教
育支援員を配置し、通常学級における支援
の充実を図る

■ Ｒ７年度における達成度（当初の実施予定に対する達成度）

■ Ｒ７年度において実施・実現できたこと

■ 主な「取組の進捗・成果を測る指標」の状況

• 介助員による生活面を中心とした支援学級在籍児童生
徒への介助（週平均25時間）

• 特別支援教育支援員による通常学級在籍児童生徒への
支援（週平均27時間）

• 特別支援教育支援員（専門枠）の連絡会を開催し、効
果的な取り組みについて情報共有を行った。（1回）

• 特別支援教育支援員（専門枠）によるケース会議等で
助言（週平均2回）

• ここから記入

測定有無 指 標 名 単位 基準値（年次） 目標値（年次） Ｒ７年度実績値

－ 配置効果調査における肯定的な回答割合 ％ 100％

－
児童生徒への実態把握に対応した支援相談
件数

件 282件

－ 平均配置人数 人

特別支援教育支援員1.6人

介助員0.7人
合計2.3人

• 特別支援教育支援員及び介助員を経年で増加
R7 支援員…55人、介助員…27人



【Ｒ７年度】重点目標の取組・評価シート②（特別支援教育支援員等の拡充[特別支援教育事業]）

■ 次年度以降の予定・改善内容

■ Ｒ７年度において実施・実現できなかったこと ■ 課題分析

• 介助員の全校１名設置
• 特別支援教育支援員の各校２名配置
• 特別支援教育支援員（専門枠）の他校での業務実施（児

童生徒のアセスメントやケース会議参加）

• 多様な支援の必要な子どもたちが座席していることから一人

ひとりに合わせた支援が必要である。
• 各校からの介助員、特別支援教育支援員の増員要求が多い。
• 効果検証では、特に低学年での丁寧な支援が必要であると回

答する学校が多い。
• 子どもの特性把握をスピーディに検証できるため、支援方法
の確認が効果的に実施される。よって、心理や福祉面での免

許を所持している専門枠の存在も、大きい。

• 必要な介助員、支援員の予算要求。
• 特に低学年での介助員、特別支援教育支援員の効果的な活用

事例の共有。
• 特別支援教育支援員（専門枠）の他校での業務実施に向けた、

具体的な業務内容の策定や実施に向けた計画立案。
• 特別支援教育支援員（専門枠）と業務が類似している他職種

（スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー）等
との業務のすみ分けと連携。

■ ロジックモデルの振り返り

• ロジックモデルにおいて設定した活動を概ね実施するこ
とができた。

• アウトプットについては、各校からのアンケート調査に
おいて、十分実施することができた。

• 初期アウトカムとして設定した「効果的な事例」でのご
意見は、個別の丁寧な関りにより、児童生徒の心理的な
安定性につながっている。

• 中間アウトカムとして設定した「子どものアセスメント
からの支援と変容」「福祉、医療からの支援方法や助
言」の発現に向けた取り組みを検討することが現在の課
題である。
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